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５ 鉄筋コンクリート造擁壁 
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１．鉄筋コンクリート造擁壁の設計諸元例 

 

以下に、例を示すが、設計時には、計画地の地盤調査をした上で、実況値または宅地造成

等規制法別表により、適切に設定すること。 

 

 

(1) 設計条件 

① 上載荷重（kN/㎡）                ：ｑ＝  10.0 

  （敷地の利用計画に応じて適切に設定すること） 

 

 

(2) 裏込め土の性質 

① 土圧係数（宅造法別表第二）           ：  0.50（粘土等） 

                             0.40（砂質土） 

                             0.35（砂利又は砂） 

② 裏込め土の内部摩擦角（度）           ：φ＝20(粘土等) 

25(砂質土) 

30(砂利・砂) 

 

 

(3) 基礎地盤の許容支持力及び摩擦係数 

① 許容支持力（地震時）＝1.5×許容支持力（常時） 

② 摩擦係数（宅造法別表第三）           ：μ＝0.3(粘土等) 

0.4(砂質土) 

0.5(砂利・砂) 

③ 粘着力                     ：ｃ＝0 

 

 

(4) 地震の震度（地上高（見え高）５ｍを超える場合） 

1) 水平震度                    ：kh＝  0.2 

2) 鉛直震度                    ：kv＝  0 

 

 

(5) 安全率（常時） 

① 転倒（重心の位置＝底版幅の中心から1/6以内）   ：Fo＝  1.5 

② 滑動                         ：Fs＝  1.5 

 

 

(6) 材料強度等 

① コンクリート 

1) 設計基準強度（Ｎ/mm2）            ：Fc＝ 24 

2) 長期許容圧縮応力度（Ｎ/mm2）         ：Lfc＝ 8 
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3) 長期許容せん断応力度（Ｎ/mm2）              ：Lfs＝ 0.73 

4) 短期許容圧縮応力度（Ｎ/mm2）                ：Sfc＝ 16 

5) 短期許容せん断応力度（Ｎ/mm2）           ：Sfs＝ 1.09 

② 鉄筋（SD345） 

1) 長期許容引張応力度（Ｎ/mm2）         ：Lft＝ 215 

  ③ 鉄筋（SD295） 

1) 長期許容引張応力度（Ｎ/mm2）          ：Lft＝ 196 

④ ヤング係数比                   ：ｎ ＝ 15 

 

 

(7) 単位体積重量 

① 無筋コンクリート（kN/ｍ３）             ：γｃ＝ 23 

② 鉄筋コンクリート（kN/ｍ３）          ：γｃ＝ 24.5 

③ 裏込め土（kN/ｍ３）（宅造法別表第二）     ：γ ＝ 15.7(粘土等) 

                              16.7(砂質土) 

                                                           17.7(砂利・砂) 

 

 

(8) 構造細目（鉄筋かぶり厚） 

① 竪壁については、再外縁鉄筋（組立鉄筋）において最小かぶり厚さ4cm以上となる

ように主鉄筋位置を決定する。 

② 底盤については、再外縁鉄筋（配力筋）において最小かぶり厚さ6cm以上となるよ

うに主鉄筋位置を決定する。 

 

※ 擁壁の構造については、都市計画法、宅地造成等規制法、準用する建築基準法及び関係

告示を満たすことを構造計算により確認すること。 
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２．鉄筋コンクリート造擁壁の標準断面図 

 

計画地の状況にあわせて採用断面を決定すること。必要な地耐力が得られず、杭基礎とす

る場合は、構造計算により安全性を確認すること（標準断面図は採用できない）。 
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鉄筋コンクリート造擁壁（L型）  地上高１．０ｍ 
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鉄筋コンクリート造擁壁（L型）  地上高１．５ｍ 

 

 

 

 

 断 面 図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 詳 細 図  

 

 

 

適用条件

砂質土の場合 粘性土の場合
図中（　）寸法

背面土土質 砂質土 粘性土

底版下部土質 砂質土 粘性土

地表面積載荷重

必要地耐力 80ｋN／㎡ 60ｋN／㎡
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鉄筋コンクリート造擁壁（L型）  地上高２．０ｍ 
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鉄筋コンクリート造擁壁（L型）  地上高２．５ｍ 

 

 

 

 

 断 面 図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 詳 細 図  
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鉄筋コンクリート造擁壁（L型）  地上高３．０ｍ 
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 詳 細 図  
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重量ブロック３段積み 

 

擁壁については、鉄筋コンクリート造、練積み造または宅地造成等規制法施行令第１４条の規

定に基づく認定を受けたものを用いることを原則とする。 

やむを得ず重量ブロック積みの構造とする場合は、下記の断面によることができる（地上部３

段積み、土に接する部分の高さは６００ｍｍ以下）。この断面を採用する場合は、上段への増し

積みやフェンスの設置はできないので、注意すること。 

  また、「壁式構造関係設計規準集・同解説」（日本建築学会）による設計を採用することもで

きる。 

 

 

 

 

単位：mm 縮尺：1/10 

背面土       関東ローム等 

コンクリート強度  ２１Ｎ／ｍ㎡以上 

鉄筋種別      ＳＤ２９５ 

 ブロック      Ｃブロック または 

           型枠ブロック 

           （ＪＩＳＡ５４０６） 

空洞部にはすべてコンクリート

またはモルタルを充填すること。 

（重量ブロックに置換え可） 

基礎コンクリート（２１Ｎ／ｍ㎡以上） 

 重量ブロックの場合は目地が必要 

砕石 

捨てコン 

6

0 

6
0 
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Ⅱ 突起の計算 

擁壁の基礎地盤が岩盤等で支持力が十分に期待できる場合に限る。突起部周辺の掘削方法、

埋戻しの確実な実施等、施工時においても十分な配慮をすること。 

 

突起の設置については、突起が無い形状でも滑動の安全率を１．０以上確保すること。

（μ＝０．４、Ｃ＝０で試算） 

突起にかかる地盤反力 

qT＝q1－｛（q1－q2）・Bt/Ｂ｝ 

突起の高さ 

  Ht＝底版幅の10～15％とする。 

（qT、q1、q2は地盤反力、Ｂは底版幅） 

突起の位置 

底板の中央（原則として1/3以内）に 

入るよう設置する。 

 

滑動の安全率（Ｆs ） 

Fs＝｛(q1＋q2)/2・Ｂ・tanφ＋Ｃ・Bt ｝/PH 

（φは基礎地盤の内部摩擦角、Ｃは粘着力） 

この時、Fs≧1.5であること。 

 

突起に加わる水平力 

Rt＝｛(q1＋qT)/2・Bt・tanφ＋Ｃ・Bt ｝/ Fs  

 

Ｍ＝Ht・Rt/２ 

Ｓ＝Rt 

部材厚さ：ｔ 鉄筋のかぶり：ｄ＝ｃ＋１cm＝６cm＋１cm＝７cm  において、 

必要鉄筋量 

Aso＝Ｍ/｛σsa・7/8・（ｔ－ｄ）｝≦As（設計鉄筋量）を満たすこと。 

さらに、 

ｐ＝As/（ｂ・ｄ） 

ｋ＝｛２・ｐ・ｎ＋（ｐ・ｎ)2｝1/2－ｐ・ｎ 

ｊ＝１－ｋ/３            において、 

σs （引張り応力度）  ＝Ｍ/（As ・ｊ・ｄ）≦σsa 

σc （曲げ圧縮応力度）＝2M/（ｋ・ｊ・ｂ・ｄ2）≦σca   これらを満たすこと 

τ  （せん断応力度）  ＝Ｓ/（ｊ・ｂ・ｄ）≦τa 

 

※１ φ、Ｃは三軸試験等の室内試験により得られた数値を採用すること。 

（ボーリング調査に基づく推定値の採用は不可。） 

※２ 突起を設ける場合には必要地耐力の大小に関わらず、床付け時及び配筋時の中間検査

を受けること。 

【参考文献】 道路橋示方書・同解説 下部構造編  日本道路協会 編 

     宅地防災マニュアルの解説  宅地防災研究会 編 

GL 背面土 

底 版 

Rt 突起 Ht 

Bt 

q1 qT          

たて壁 

q2 

Ｂ 

1/3B   1/3B(中央)   1/3B 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          ７    宅地造成等規制法に基づく 

 

 

                    国土交通大臣認定擁壁一覧表 
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１．認定擁壁 

 

 宅地造成等規制法施行令第１４条の規定により国土交通大臣の認定を得た「特殊材料また

は工法による擁壁」を採用する場合は、認定条件に適合することを確認すること（認定書の

写し、認定内容を確認できる資料、計画地の状況、計画内容等）。 

認定条件を逸脱するものについては、認定擁壁としての採用はできないため、都市計画法、

宅地造成等規制法、準用する建築基準法及び関係告示を満たすことを構造計算により確認す

ること。 
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宅地造成等規制法施行令第14条に基づく認定擁壁一覧表   

令和２年１月現在 

 大臣認定擁壁名称 認定取得者名 設定年月日 認定書番号 

１ 三段ブロック 東新コンクリート工業株式会社 昭和38年 1月26日 建設省東住第10号 

２ スクラム式間知ブロック 
スクラム式間知ブロック全国代

表・特殊高圧コンクリート研究所 
昭和39年 9月 1日 建設省東住第93号 

３ 佐々木式安定三角ブロック 佐々木セメント技術研究所 昭和39年 9月 1日 建設省東住第94号 

４ 特許中本式強力ブロック 中本禎造 昭和39年 9月 1日 建設省広住第５号 

５ 藤式Ｖ型ブロック 近畿建材株式会社 昭和39年 9月 1日 建設省奈住第30号 

６ π（パイ）型ブロック 有限会社不二設計所 昭和40年 2月18日 39建設省東住第114号 

７ Δ（デルタ）型ブロック 有限会社不二設計所 昭和40年 2月18日 39建設省東住第115号 

８ 東横防災ブロック 東横セメント工業株式会社 昭和40年 2月18日 39建設省神住第156号 

９ 
間知コンクリートブロック

ＳＫ－１型 
相鉄興業株式会社 昭和40年 2月18日 39建設省神住第151号 

10 
京阪式安全ブロック 

第１型 
京阪コンクリート工業株式会社 昭和40年 2月18日 39建設省阪住第271号 

11 
京阪式安全ブロック 

第６型 
京阪コンクリート工業株式会社 昭和40年 2月18日 39建設省阪住第271号 

12 
京阪式安全ブロック 

第８型 
京阪コンクリート工業株式会社 昭和40年 2月18日 39建設省阪住第271号 

13 新日本式ブロックＡ型 新日本コンクリート工業株式会社 昭和40年 2月18日 39建設省阪住第303号 

14 小牧式Ｔ型ブロック 南日コンクリート株式会社 昭和40年 2月18日 39建設省鹿住第51号 

15 共和式間知ブロック 共和コンクリート工業株式会社 昭和40年 2月18日 39建設省北住第162号 

16 盃型コンクリートブロック 共和コンクリート工業株式会社 昭和40年 2月18日 39建設省北住第162号 

17 改良型三段ブロック 東新コンクリート工業株式会社 昭和40年 2月28日 建設省東住第43号 

18 
本州式コンクリートブロッ

クⅠ型 
本州コンクリート工業株式会社 昭和40年 2月28日 建設省東住第43号 

19 東興ブロック 全日東興ブロック協会 昭和40年 2月28日 建設省東住第43号 

20 

キングブロックを用いる鉄

筋コンクリート造斜め格子

梁型 

キングコンクリート工業株式会社 昭和42年11月 1日 建設省計宅開発第61号 

21 
目地モルタルを使用する大

谷石積み造擁壁 
大谷石材協同組合 昭和43年11月20日 建設省計宅開発第73号 

22 草竹式扶壁付ブロック３号 草竹コンクリート工業株式会社 昭和44年5月15日 
建設省奈計宅開発 

第11号 

23 草竹式扶壁付ブロック４号 草竹コンクリート工業株式会社 昭和44年5月15日 
建設省奈計宅開発 

第11号 

24 ＤＴブロック（凸型２号） 東奥プレコン振興株式会社 昭和44年10月24日 
建設省形計宅開発 

第３号 

25 野田式Ｎ・Ｓブロック 株式会社野田組 昭和44年10月24日 建設省広計宅開第３号 
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26 

 

小牧式（Ｉ－Ｈ型） 

コンクリート・ブロック 
南日コンクリート株式会社 昭和44年10月24日 

建設省鹿計宅開発 

第６号 

27 
太洋式安定カンニューブロ

ック 
太洋興行建設株式会社 昭和44年10月24日 

建設省長計宅開発  

第12号 

28 草竹式扶壁付ブロック５号 草竹コンクリート工業株式会社 昭和44年10月24日 
建設省奈計宅開発  

第3-1号 

29 ニューブロック 坂本産業株式会社 昭和44年10月24日 
建設省栃計宅開発  

第５号 

30 Δ（デルタ）型ブロック 有限会社不二設計所 昭和45年 3月 6日 建設省計宅開発第45号 

31 π（パイ）型ブロック 有限会社不二設計所 昭和45年 3月 6日 建設省計宅開発第47号 

32 盃型ブロック 共和コンクリート工業株式会社 昭和45年 3月 6日 建設省計宅開発第49号 

33 スプリットン間知ブロック スプリットン工業株式会社 昭和45年 7月16日 
建設省計宅開発 

第126号 

34 
緑化ウォール用コンクリー

トブロック 
日建工学株式会社 昭和51年 2月18日 建設省計宅発第11号 

35 ポトロアー 技研興業株式会社 昭和51年 2月18日 建設省計宅発第13号 

36 Ｓ・Ｐブロック 
株式会社建設企画コンサルタン

ト 
昭和51年 2月18日 建設省計宅発第15号 

37 
緑化ウォール用コンクリー

トブロック（Ｇ100×50） 
日建工学株式会社 昭和55年 1月22日 建設省徳計民発第２号 

38 ポトロア－Ａ型 技研興業株式会社 昭和55年 1月22日 建設省北計民発第10号 

39 グリーンフヘキ小型 草竹コンクリート工業株式会社 昭和55年11月10日 建設省奈計民発第26号 

40 グリーンフヘキ100 草竹コンクリート工業株式会社 昭和55年11月10日 建設省奈計民発第26号 

41 ヘイペック 山富産業株式会社 昭和56年11月16日 建設省岐計民発第12号 

42 グリーンウォール 共和コンクリート工業株式会社 昭和58年 6月30日 建設省北計民発第25号 

43 法止ブロック 
藤林コンクリート工業株式会社 

[有限会社藤商事] 
昭和58年12月23日 建設省新計民発第18号 

44 ニューウォルコン 京阪コンクリート工業株式会社 昭和59年 1月28日 
建設省京計民発第３号 

（標準部） 

45 ザ・ウォール 羽田コンクリート工業株式会社 昭和59年 6月11日 
建設省東計民発第33号 

（標準部） 

46 ＣＰ型枠 株式会社トーホー 昭和59年 6月15日 建設省神計民発第21号 

47 ＭＬウォール 前田製管株式会社 昭和60年 5月27日 
建設省形経民発第４号 

（標準部） 

48 法止ブロックＬ型 
藤林コンクリート工業株式会社 

[有限会社藤商事] 
昭和60年 7月12日 建設省新経民発第６号 

49 
ＹＴ－３２ニューノーマル

クリフ 
株式会社ヤマウ 昭和60年 7月30日 建設省丘経民発第22号 

50 エルコン 株式会社ワールドメディア 昭和60年12月27日 建設省愛経民発第28号 

51 ザ・ウォール 羽田コンクリート工業株式会社 昭和61年 4月 7日 
建設省東経民発第71号 

（標準部） 
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52 ＫＬウォール 興建産業株式会社 昭和61年 7月 7日 
建設省東経民発第45号 

（標準部） 

53 フジムラＬ型 藤村ヒューム管株式会社 昭和61年 7月 7日 
建設省新経民発第６号 

（標準部） 

54 ニューウォルコン 京阪コンクリート工業株式会社 昭和61年12月12日 
建設省京経民発第30号 

（標準部追加） 

55 ＭＬウォール 前田製管株式会社 昭和62年 7月22日 建設省形経民発第４号 

56 法止ブロックＬ型 
藤林コンクリート工業株式会社 

[有限会社藤商事] 
昭和62年 8月18日 

建設省新経民発第３号 

（標準部） 

57 ＣＰ型枠 株式会社トーホー 昭和62年11月18日 建設省神経民発第16号 

  58 ＭＬウォールⅡ型 前田製管株式会社 昭和62年12月14日 
建設省形経民発第７号 

（標準部） 

59 
Ｌ形よう璧システム 

Ｃタイプ 
丸栄コンクリート工業株式会社 昭和63年 1月 8日 建設省岐経民発第12号 

60 フジムラＬ型 藤村ヒューム管株式会社 昭和63年 1月13日 
建設省新経民発第７号 

（標準部追加） 

61 
ＹＴ－３２ニューノーマル

クリフ 
株式会社ヤマウ 昭和63年 3月 7日 

建設省丘経民発第２号 

（標準部） 

62 ＭＬウォールⅡ型 前田製管株式会社 昭和63年10月26日 
建設省形経民発第３号 

（標準部追加） 

63 フジムラＬ型 藤村ヒューム管株式会社 昭和63年10月26日 
建設省新経民発第３号 

（標準部追加） 

64 
エルコンⅡ型→ 

ＷＭＬエルコンⅡ型 
株式会社ワールドメディア 昭和63年10月26日 建設省愛経民発第７号 

65 緑化ウォールＬ型 日建工学株式会社 平成 1年 9月 6日 建設省東経民発第28号 

66 ニューウォルコンⅡ型 京阪コンクリート工業株式会社 平成 2年 7月12日 建設省京経民発第２号 

67 ニューＣＰＬ 
カイエー共和コンクリート株式

会社 
平成 3年 3月15日 建設省群経民発第２号 

 68 ＫＬウォール２型 興建産業株式会社 平成 3年 3月15日 建設省東経民発第８号 

  69 Ｌ型擁壁システムＡ 丸栄コンクリート工業株式会社 平成 3年 3月15日 建設省岐経民発第１号 

70 昭和式ＳＬ擁壁 昭和コンクリート工業株式会社 平成 3年 6月12日 
建設省岐経民発第３号 

(標準部) 

71 ハイ・タッチウォール 社団法人全国宅地擁壁技術協会 平成 3年10月23日 建設省京経民発第５号 

72 昭和式ＳＬ擁壁 昭和コンクリート工業株式会社 平成 3年10月23日 
建設省岐経民発第５号 

（標準部） 

73 
法止ブロック（Ｌ型） 

（ＦＬ－Ａ・Ｂ） 

藤林コンクリート工業株式会社 

 
平成 4年 3月18日 建設省新経民発第２号 

74 ＭＬウォールⅢ型 前田製管株式会社 平成 4年 3月18日 建設省形経民発第２号 

75 ニューウォルコンⅢ型 京阪コンクリート工業株式会社 平成 4年 3月18日 建設省京経民発第２号 

76 ザ・ウォールⅡ 羽田コンクリート工業株式会社 平成 4年 3月18日 建設省東経民発第６号 

77 
ＹＴ－３２ニューノーマル

クリフⅡ 
株式会社ヤマウ 平成 4年 3月18日 建設省丘経民発第３号 
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78 ＫＬウォール３型 興建産業株式会社 平成 4年 3月18日 建設省東経民発第７号 

79 Ｌ型擁壁型システムＡ１ 丸栄コンクリート工業株式会社 平成 4年 3月18日 建設省岐経民発第２号 

80 ニューＣＰＬⅢ 
カイエー共和コンクリート株式

会社 
平成 5年 3月15日 建設省群経民発第１号 

81 
ＳＬ擁壁Ⅲ型、ＳＬ擁壁Ⅳ

型 
昭和コンクリート工業株式会社 平成 5年 3月15日 建設省岐経民発第１号 

82 FLウォール 藤村ヒューム管株式会社 平成 5年 3月15日 建設省新経民発第１号 

83 Ｔ型ブロック 山一窯業株式会社 平成 5年 3月15日 建設省梨経民発第１号 

84 緑生擁壁 日本緑生株式会社 平成 5年 3月15日 建設省東経民発第13号 

85 ハイ・タッチウォール 
一般社団法人ハイタッチセンタ

ー 
平成 6年 6月15日 建設省東経民発第94号 

86 垂直積み擁壁ゴールコン 株式会社ゴールコン 平成 8年 3月 1日 建設省沖経民発第１号 

87 Ｔ型ブロックＷタイプ 山一窯業株式会社 平成 9年10月21日 建設省梨経民発第１号 

88 オリロック積み擁壁 第一ブロック株式会社 平成 9年11月18日 建設省東経民発第６号 

89 植栽ブロック「みどりくん」 株式会社ヤマウ 平成10年３月24日 建設省丘経民発第１号 

90 テールアルメ擁壁 
川鉄商事株式会社 

ヒロセ株式会社 
平成10年３月24日 建設省阪経民発第１号 

91 
エルコンⅢ．Ⅳ型→ 

ＷＭＬエルコンⅢ、Ⅳ型 
株式会社ワールドメディア 平成11年 3月 3日 建設省東経民発第７号 

92 ＣＬＰ－Ｖ 東洋ヒューム管株式会社 平成11年 5月27日 建設省山経民発第１号 

93 ＣＬＰ－ＶⅡ 東洋ヒューム管株式会社 平成11年 5月27日 建設省山経民発第２号 

94 
ＹＴ－３２ニューノーマル 

クリフⅡ 
株式会社ヤマウ 平成12年12月27日 建設省丘経民発第１号 

95 ＣＰ型枠Ⅲ型 株式会社トーホー 平成15年 3月27日 国関整住整第498号 

96 ＲＥＣＯＭシステム エスビック株式会社 平成20年6月11日 国関整計管第20号 

97 ＴＹ型枠ＭＵ 東洋工業株式会社 平成20年7月31日 国四整建第78号 

 98 ＨＤウォール 株式会社ホクコン 平成22年4月21日 国近整計管第6号 

99 
ニューウォルコンⅣ－１型 

及びⅣ－２型 
ケイコン株式会社 平成23年9月28日 国近整都整第32号 

100 ＭＬ ウォールⅣ型  前田製管株式会社 平成24年10月22日 国東整都住第1009号 

101 ニューノーマルクリフⅢ型 株式会社ヤマウ 平成24年12月28日 国九整都住第90号 

102 ゴールコン 株式会社キョウリツ 平成8年3月1日 沖経民発第1号 

103 ゴールコン 株式会社キョウリツ 平成25年3月22日 府開建地第102号 
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104 HRM擁壁I型 太陽エコブロックス株式会社 平成27年3月25日 国都防第12号 

105 ニューウォルコン ケイコン株式会社 昭和61年12月12日 建設省京経民発第30号 

106 ニューウォルコンⅡ型 ケイコン株式会社 平成2年7月12日 建設省京経民発第2号 

107 ニューウォルコンⅢ型 ケイコン株式会社 平成4年3月18日 建設省京経民発第2号 

108 FLウォール FLW-ⅢA、ⅢB 藤村ヒューム管株式会社 平成25年10月4日 国北整都住第58号 

104 KLウォール３型（Eタイプ） 興建産業株式会社 平成30年5月10日 国都防第1号 

105 SL擁壁Ⅳ型 昭和コンクリート工業株式会社 平成24年6月18日 国部整計管第5033号 

106 法止ブロック FL-AⅡ 藤林コンクリート工業株式会社 平成25年3月27日 国北整都住第92号 

107 ハイ・タッチウォール 一般社団ハイタッチセンター 平成26年2月17日 国都防第88号 

108 CLP-VⅡ 東洋ヒューム管株式会社 平成29年8月10日 国都防第14号 

109 CLP-VⅡ（大地震対応型） 東洋ヒューム管株式会社 平成29年8月10日 国都防第14号 

110 L形擁壁 システムA1 丸栄コンクリート工業株式会社 平成23年11月14日 国部整計管第432号 

111 テールアルメ擁壁 
JFE商事テールワン株式会社 

ヒロセ補強土株式会社 
平成30年6月4日 国都防第3号 

 




